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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維強化樹脂材を成形型内に配置し、嵩密度０．０１５～０．６ｇ／ｃｍ3の熱可塑性
樹脂発泡粒子を前記配置の前後又は同時に前記成形型内に充填し、次いで、前記熱可塑性
樹脂発泡粒子を発泡させることにより、前記繊維強化樹脂材と樹脂発泡体とを積層一体化
させて繊維強化複合発泡体を得る繊維強化複合発泡体の製造方法であり、
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子は、下記性質（１）及び（２）：
（１）常温から融点迄の加熱温度範囲内における加熱最大膨張率が３０～３００％である
（２）加熱膨張開始温度から加熱最大膨張率に至る温度範囲内のいずれかの時点で加熱膨
張速度が５体積％／ｍｉｎ以上（各温度で所定時間加熱し、加熱前後の体積変化を所定測
定時間で除して単位時間あたりを求める）である
の発泡性を有することを特徴とする繊維強化複合発泡体の製造方法。
【請求項２】
　前記加熱膨張開始温度が５０℃以上である請求項１に記載の繊維強化複合発泡体の製造
方法。
【請求項３】
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子が、０．１～５．０質量％の発泡剤を含有する請求項１又は
２に記載の繊維強化複合発泡体の製造方法。
【請求項４】
　前記繊維強化複合発泡体が、移動体構成用部材、電子機器筺体、風車翼又は自動車用部
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材である請求項１～３のいずれか１つに記載の繊維強化複合発泡体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、繊維強化複合発泡体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、繊維で強化された樹脂材（繊維強化樹脂材）は、軽量でかつ高い機械的強度を有
していることから、車両、船舶、航空機等の移動体のボディーや内装材、風力発電用の風
車の翼、電子機器の筐体等といった高い機械的強度と軽量性とが求められる部材に採用さ
れる機会が増大している。
　更に、繊維強化樹脂材は、近年、機械的強度及び軽量性のみならず衝撃吸収性も求めら
れるようになってきている。
　このようなことを背景として、樹脂発泡体からなるコア材の表面に繊維強化樹脂材を積
層一体化させてなる繊維強化複合発泡体が上記部材に利用されるようになってきている。
　即ち、繊維強化複合発泡体を形成するための樹脂発泡体（複合体形成用樹脂発泡体）が
繊維強化樹脂材に比べて低密度で緩衝性に優れているため、繊維強化複合発泡体からなる
部材は全体が繊維強化樹脂材のみからなる部材に比べて軽量性と緩衝性とに優れたものと
なる。
　繊維強化複合発泡体を製造するための方法としては、例えば、特開昭６３－１６２２０
７号公報（特許文献１）に記載された方法が知られている。
　即ち、特許文献１においては、複合サンドイッチコア成形部材の成形法で得られた、熱
弾性硬質フォームを加熱膨張させた繊維強化複合発泡体が記載されている。
　また、特開２００２－２９２５９２号公報（特許文献２）には、コア材の外周面のうち
少なくとも上面の大部分に、強化繊維を含んで構成されるプリプレグシートを複数積層し
て、プリプレグシートの積層体を形成する工程と、積層体を加熱し熱硬化させてコア材と
一体化した繊維強化樹脂部材を形成する加熱工程とを含むロボットハンド部材の製造方法
が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開昭６３－１６２２０７号公報
【特許文献２】特開２００２－２９２５９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　前述の特許文献においては、コア材を製造した後に、更に、熱硬化性樹脂が硬化するま
でに比較的長い時間を要し、繊維強化複合発泡体の生産効率を十分に向上させることが難
しいという課題を有している。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の発明者等は、発泡粒子と繊維強化樹脂材が敷設された成形型内で発泡粒子を発
泡させることにより、樹脂発泡体（コア材）の成形と繊維強化樹脂材及び樹脂発泡体の接
着一体化とを同時に行えば上記課題を解決できるとの観点から、この発泡に適した繊維強
化複合発泡体の製造用の熱可塑性樹脂発泡粒子を鋭意研究することで本発明に至った。
【０００６】
　かくして本発明によれば、繊維強化樹脂材を成形型内に配置し、嵩密度０．０１５～０
．６ｇ／ｃｍ3の熱可塑性樹脂発泡粒子を前記配置の前後又は同時に前記成形型内に充填
し、次いで、前記熱可塑性樹脂発泡粒子を発泡させることにより、前記繊維強化樹脂材と
樹脂発泡体とを積層一体化させて繊維強化複合発泡体を得る繊維強化複合発泡体の製造方
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法であり、
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子は、下記性質（１）及び（２）：
（１）常温から融点迄の加熱温度範囲内における加熱最大膨張率が３０～３００％である
（２）加熱膨張開始温度から加熱最大膨張率に至る温度範囲内のいずれかの時点で加熱膨
張速度が５体積％／ｍｉｎ以上（各温度で所定時間加熱し、加熱前後の体積変化を所定測
定時間で除して単位時間あたりを求める）である
の発泡性を有することを特徴とする繊維強化複合発泡体の製造方法が提供される。
【０００７】
　また、本発明によれば、上記繊維強化複合発泡体の製造方法に使用される熱可塑性樹脂
発泡粒子であって、
　前記熱可塑性樹脂発泡粒子は、下記性質（１）及び（２）：
（１）常温から融点迄の加熱温度範囲内における加熱最大膨張率が３０～３００％である
（２）加熱膨張開始温度から加熱最大膨張率に至る温度範囲内のいずれかの時点で加熱膨
張速度が５体積％／ｍｉｎ以上（各温度で所定時間加熱し、加熱前後の体積変化を所定測
定時間で除して単位時間あたりを求める）である
の発泡性を有することを特徴とする繊維強化複合発泡体の形成用の熱可塑性樹脂発泡粒子
が提供される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、生産性に優れた繊維強化複合発泡体を容易に製造可能な熱可塑性樹脂
発泡粒子を提供できる。また、生産性に優れた繊維強化複合発泡体の製造方法を提供でき
る。
　また、以下のいずれかの場合、より生産性に優れた繊維強化複合発泡体を容易に製造可
能な熱可塑性樹脂発泡粒子を提供できる。
（１）加熱膨張開始温度が５０℃以上である。
（２）熱可塑性樹脂発泡粒子が、０．１～５．０質量％の発泡剤を含有する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の繊維強化複合発泡体の製造装置の概略図である。
【図２】図１の製造装置中のノズル部分の概略図である。
【図３】本発明に使用し得る繊維強化樹脂材の配向性を示した概略図である。
【図４】本発明に使用し得る繊維強化樹脂材の配向性を示した概略図である。
【図５】本発明の繊維強化複合発泡体の製造工程の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
（Ａ）繊維強化複合発泡体の製造方法
　繊維強化複合発泡体は、繊維強化樹脂材を成形型内に配置し、発泡性の熱可塑性樹脂発
泡粒子（以下、発泡粒子ともいう）を配置の前後又は同時に成形型内に充填し、次いで、
熱可塑性樹脂発泡粒子を発泡させて、繊維強化樹脂材と樹脂発泡体とを積層一体化させる
ことにより得られる。
　繊維強化複合発泡体は、例えば、携帯電話のような移動体の構成用部材、ノートパソコ
ン、携帯音楽端末、携帯映像機器等の電子機器筺体、風車翼、自動車用部材に使用できる
。
【００１１】
　（熱可塑性樹脂発泡粒子）
　　（ａ）発泡粒子の性質
　発泡粒子は、下記性質（１）及び（２）：
（１）常温から融点迄の加熱温度範囲内における加熱最大膨張率が３０～３００％である
（２）加熱膨張開始温度から加熱最大膨張率に至る温度範囲内のいずれかの時点で加熱膨
張速度が５体積％／ｍｉｎ以上（各温度で所定時間加熱し、加熱前後の体積変化を所定測
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定時間で除して単位時間あたりを求める）である
の発泡性を有している。加熱最大膨張率及び加熱膨張速度の各測定法は、実施例の欄で詳
述する。
【００１２】
　性質（１）における加熱最大膨張率が３０％未満の場合、繊維強化樹脂材と樹脂発泡体
との接着一体化が不十分となることがある。３００％より大きい場合、過度に発泡し気泡
膜が破れ強度が低下することがある。好ましい加熱最大膨張率は５０～３００％であり、
より好ましい加熱最大膨張率は７０～２５０％である。ここで、加熱最大膨張率の測定に
おいて、始点である常温は、約２５℃である。融点は、使用する熱可塑性樹脂の種類に応
じて決まる値である。また、常温と融点との差は、１００～３００℃の範囲であることが
好ましい。更に、加熱最大膨張率を示す温度は、融点から５０～２００℃の範囲であるこ
とが好ましい。
【００１３】
　性質（２）における加熱膨張速度は、外形精度及び、外観性に優れた繊維強化複合発泡
体を得るための発泡粒子間及び発泡粒子と繊維強化樹脂材の間の熱融着性を評価するため
の指標として使用される。加熱膨張速度は、値が大きい方がより高い熱融着性を与え得る
。
　加熱膨張速度が５体積％／ｍｉｎ未満の場合、発泡粒子相互の熱融着性が低下すること
がある。好ましい加熱膨張速度は５０体積％／ｍｉｎ以上であり、より好ましい加熱膨張
速度は８０～２００体積％／ｍｉｎである。加熱膨張開始温度は、５０℃以上であること
が好ましい。５０℃未満の場合、成形型充填中等に発泡開始してしまい密度が不均一とな
り、複合体の強度が不足することがある。加熱膨張開始温度は、５０℃以上が好ましく、
６０℃以上が更に好ましく、７０～１８０℃が特に好ましい。また、加熱膨張開始温度か
ら最大膨張率に至る温度範囲の幅は、５～１００℃であることが好ましい。
【００１４】
　また、発泡粒子は、常温から融点迄の加熱温度範囲内において、０．０３～４０ＭＰａ
の最大膨張圧力を有することが好ましい。最大膨張圧力が０．０３ＭＰａ未満の場合、繊
維強化樹脂材とともに成形型内に仕込まれた際に十分な圧力でもって繊維強化樹脂材を成
形型に向けて押圧できなくことがある。その結果、得られる繊維強化複合発泡体の繊維強
化樹脂材の表面平滑性が低下する、繊維強化樹脂材を所望形状に成形できない、樹脂発泡
体と繊維強化樹脂材との一体化が不十分となって得られる繊維強化複合発泡体の機械的強
度が十分になることがある。最大膨張圧力が４０ＭＰａより大きい場合、樹脂発泡体によ
る繊維強化樹脂材の成形型内面への押圧力が大きくなりすぎて、繊維強化樹脂材に含まれ
ている熱可塑性樹脂が必要以上に成形型外に流出してしまい、繊維強化樹脂材を構成して
いる繊維が外部に露出し易くなることがある。即ち、発泡粒子の発泡力が必要以上に高す
ぎると、得られる繊維強化複合発泡体の表面平滑性が低下する、繊維強化樹脂材を所望形
状に成形できない、樹脂発泡体と繊維強化樹脂材との一体化が不十分となって得られる繊
維強化複合発泡体の機械的強度が不十分になることがある。より好ましい最大膨張圧力は
０．１～４０ＭＰａであり、更に好ましい最大膨張圧力は０．１５～２０ＭＰａである。
【００１５】
　加熱最大膨張率及び加熱膨張速度の調整は、残存ガス量（発泡剤含有量）、表皮厚み、
表面層の結晶化度、見掛け密度、連続気泡率等により行うことができる。例えば、複合発
泡体の加熱最大膨張率及び加熱膨張速度は、その表面層の結晶化度を上昇させることによ
って、下げることができる。一方、表面層の結晶化度を低下させることによって上げるこ
とができる。
【００１６】
　表面層の結晶化度は、２４％未満が好ましい。結晶化度が２４％以上の場合、繊維強化
樹脂材との熱融着時における再発泡が阻害されて、繊維強化樹脂材を成形型内面に十分な
圧力でもって押圧できないことがある。その結果、得られる繊維強化複合発泡体の表面平
滑性が不十分となる、繊維強化樹脂材を所望形状に成形できない、樹脂発泡体と被覆材と
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の一体化が不十分となって得られる繊維強化複合発泡体の機械的強度が不十分になること
がある。より好ましい結晶化度は２３％未満であり、特に好ましい結晶化度は１０％以下
である。
【００１７】
　また、樹脂発泡体の内層の結晶化度は、２４％未満が好ましい。結晶化度が低すぎると
、樹脂発泡体が柔軟になりすぎて再発泡によって繊維強化樹脂材を成形型内面に十分な圧
力でもって押圧できない場合がある。そのため結晶化度は、５～２３％がより好ましい。
【００１８】
　成形型に充填する粒子として、充填前に発泡させた樹脂粒子（発泡粒子）を使用するこ
とにより、以下の利点がある。
（ｉ）発泡粒子を早い速度で発泡・膨張できるので、複合化の生産性を向上できる。
（ｉｉ）発泡粒子の発泡を、樹脂発泡体と繊維強化樹脂材との賦形・融着と同じタイミン
グとすることができる。
（ｉｉｉ）繊維強化樹脂材へ内圧をかけることができるので、繊維強化複合発泡体の外観
を良好にできる。
【００１９】
　発泡粒子は、０．０１５～０．６ｇ／ｃｍ3の嵩密度を有していることが好ましい。嵩
密度が０．０１５ｇ／ｃｍ3未満の場合、樹脂発泡体が柔らかくなりすぎて、樹脂発泡体
の再発泡によって繊維強化樹脂材を成形型内面に十分な圧力でもって押圧できないことが
ある。その結果、繊維強化複合発泡体の表面平滑性が不十分になる、繊維強化樹脂材を所
望形状に成形できない、樹脂発泡体と繊維強化樹脂材との一体化が不十分となって得られ
る繊維強化複合発泡体の機械的強度が不十分になることがある。嵩密度が０．６ｇ／ｃｍ
3より大きい場合、樹脂発泡体の柔軟性が低下し、樹脂発泡体を成形型内面に沿った状態
に正確に再発泡できないことがある。その結果、樹脂発泡体によって繊維強化樹脂材を成
形型内面に沿って正確にかつ十分に押圧できないことがあり、得られる繊維強化複合発泡
体の表面平滑性が不十分になる、樹脂発泡体と繊維強化樹脂材との一体化が不十分となっ
て、得られる繊維強化複合発泡体の機械的強度が不十分になることがある。より好ましい
嵩密度は０．０５～０．５ｇ／ｃｍ3であり、更に好ましい嵩密度は０．０５～０．４ｇ
／ｃｍ3である。
【００２０】
　発泡粒子は、３０％未満の連続気泡率を有していることが好ましい。連続気泡率が３０
％より高い場合、繊維強化樹脂材に含まれている熱可塑性樹脂が内部に浸透し易くなるた
め、繊維強化樹脂材と良好なる接着を行うために繊維強化樹脂材に過剰な熱可塑性樹脂を
担持させる必要が生じることがある。言い換えると、樹脂発泡体は、その連続気泡率が高
すぎると、得られる繊維強化複合発泡体の表面において繊維強化樹脂材の繊維を露出させ
易くなって繊維強化複合発泡体の表面平滑性を不十分なものとすることがある。より好ま
しい連続気泡率は２０％以下であり、更に好ましい連続気泡率は１０％以下である。
　なお、連続気泡率の調整は、樹脂発泡体を発泡粒子の型内発泡成形法によって製造する
場合、発泡粒子を製造する際の押出発泡温度や押出機に供給する発泡剤量を調整すること
によって行うことができる。
【００２１】
　　（ｂ）発泡粒子を構成する樹脂
　構成する樹脂としては、熱可塑性樹脂を含み、発泡粒子を得ることができさえすれば特
に限定されない。
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエステル系樹脂、アクリル系樹脂、ポリカーボネ
ート系樹脂、ポリメタクリルイミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂等が挙げられる。
　熱可塑性樹脂は、１種単独である必要はなく、２種類以上であってもよい。構成する樹
脂には、熱可塑性樹脂以外のゴム（例えば、エラストマー等）、熱硬化性樹脂（例えば、
エポキシ、不飽和ポリエステル、ビニルエステル等）等を含んでいてもよい。構成する樹
脂は、熱可塑性樹脂が５０質量％以上を占めていることが好ましい。
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【００２２】
　熱可塑性樹脂は、結晶性を有していることが好ましい。結晶性を有する熱可塑性樹脂は
、成形工程において、結晶化度を上昇させることができるので、繊維強化複合発泡体の耐
熱性を向上できる。結晶化度の調整方法としては、例えば、発泡直後の発泡粒子における
冷却速度を遅くすることによって発泡粒子の表面層の結晶化度を上昇させることができる
。また、発泡直後の樹脂発泡体における冷却速度を速くすることによって発泡粒子の結晶
化度を低くすることができる。一方、型内発泡成形によって樹脂発泡体を製造する時に熱
媒体の成形型内への流入圧力を低下させて、成形型の内部に充填した発泡粒子の加熱を抑
制することによって樹脂発泡体の結晶化度を低くすることができる。
【００２３】
　熱可塑性樹脂は、作製する繊維強化複合発泡体に優れた機械的強度及び衝撃吸収性を発
揮させる上においてポリエステル系樹脂又はアクリル系樹脂であることが好ましい。
　ポリエステル系樹脂としては、多価カルボン酸と多価アルコールとを縮合反応させるこ
とで得られた線状ポリエステルが挙げられる。
　具体的なポリエステル系樹脂としては、芳香族ポリエステル系樹脂や、ポリ乳酸系樹脂
のような脂肪族ポリエステル樹脂が挙げられる。
【００２４】
　　　（ｂ－１）芳香族ポリエステル系樹脂
　芳香族ポリエステル系樹脂は、通常、芳香族多価カルボン酸成分と多価アルコール成分
とを含むポリエステルであり、例えば、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリプロピレ
ンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポリシクロヘキサンジメチレ
ンテレフタレート樹脂、ポリエチレンナフタレート樹脂、ポリブチレンナフタレート樹脂
等が挙げられる。なお、芳香族ポリエステル樹脂は、単独で用いられても二種以上が併用
されてもよい。
　芳香族多価カルボン酸としては、テレフタル酸等の芳香族ジカルボン酸、トリメリット
酸のようなトリカルボン酸、ピロメリット酸のようなテトラカルボン酸、それらの無水物
が挙げられ、多価アルコールとしては、エチレングリコール等のジオール、グリセリンの
ようなトリオール、ペンタエリスリトールのようなテトラオールが挙げられる。
【００２５】
　芳香族ポリエステル系樹脂は、ポリエチレンテレフタレート樹脂であることが好ましい
。芳香族ポリエステル系樹脂は、使用済のペットボトルから回収、再生したリサイクル材
料でもよい。
　芳香族ポリエステル系樹脂は、熱可塑性が発揮される範囲内であれば部分架橋が施され
ていてもよい。部分架橋するための架橋剤としては、例えば、無水ピロメリット酸のよう
な酸二無水物、多官能エポキシ化合物、オキサゾリン化合物、オキサジン化合物等が挙げ
られる。なお、架橋剤は、単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００２６】
　部分架橋された芳香族ポリエステル系樹脂は、押出機に非架橋の芳香族ポリエステル樹
脂と架橋剤とを供給し、押出機内で動的架橋することで得ることができる。
　架橋剤は、非架橋の芳香族ポリエステル系樹脂１００質量部に対して０．０１～５質量
部の量で用いることが好ましい。架橋剤の量が０．０１質量部未満の場合、部分架橋され
た芳香族ポリエステル系樹脂の溶融粘度が不足することがある。その結果、樹脂発泡体の
形成時において破泡が生じることがある。架橋剤の量が５質量部より多い場合、芳香族ポ
リエステル系樹脂の溶融粘度が高くなりすぎて、押出発泡が困難となることがある。より
好ましい架橋剤の量は、０．１～１質量部である。
【００２７】
　　　（ｂ－２）ポリ乳酸系樹脂
　ポリ乳酸系樹脂としては、乳酸をエステル結合により重合させた樹脂を用いることがで
きる。商業的な入手容易性及び発泡性付与の容易性の観点から、ポリ乳酸系樹脂は、Ｄ－
乳酸（Ｄ体）及びＬ－乳酸（Ｌ体）の共重合体、Ｄ－乳酸又はＬ－乳酸のいずれか一方の
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単独重合体、Ｄ－ラクチド、Ｌ－ラクチド及びＤＬ－ラクチドからなる群から選択される
１又は２以上のラクチドの開環重合体が好ましい。なお、ポリ乳酸系樹脂は、単独で用い
られても二種以上が併用されてもよい。
【００２８】
　ポリ乳酸系樹脂は、乳酸以外の単量体成分として、脂肪族多価アルコールを含有してい
てもよい。脂肪族多価アルコールとしては、例えば、グリコール酸、ヒドロキシ酪酸、ヒ
ドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシヘプタン酸等の脂肪族ヒドロキシカ
ルボン酸；コハク酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸、無
水コハク酸、無水アジピン酸、トリメシン酸、プロパントリカルボン酸、ピロメリット酸
、無水ピロメリット酸等の脂肪族多価カルボン酸；エチレングリコール、１，４－ブタン
ジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペン
チルグリコール、デカメチレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペン
タエリトリット等が挙げられる。
【００２９】
　ポリ乳酸系樹脂は、例えば、アルキル基、ビニル基、カルボニル基、芳香族基、エステ
ル基、エーテル基、アルデヒド基、アミノ基、ニトリル基、ニトロ基等の官能基を備えて
いてもよい。
　ポリ乳酸系樹脂は、イソシアネート系架橋剤等によって架橋されていてもよく、エステ
ル結合以外の結合を主鎖や側鎖に備えていてもよい。
【００３０】
　　　（ｂ－３）アクリル系樹脂
　アクリル系樹脂としては、（メタ）アクリル系モノマーの重合体が挙げられる。なお、
「（メタ）アクリル」とは、ここでは、「アクリル」又は「メタクリル」を意味する。
　（メタ）アクリル系モノマーとしては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸メチ
ル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ラウリ
ル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メ
タ）アクリル酸ベンジル、（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。
【００３１】
　アクリル系樹脂は、（メタ）アクリル系モノマーと共重合可能な他のモノマーの重合体
成分を含有していてもよい。このような他のモノマーとしては、例えば、マレイン酸、無
水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、無水イタコン酸、クロトン酸、マレイン酸アミド
、マレイン酸イミド等が挙げられる。
【００３２】
　　（ｃ）発泡粒子を構成する他の成分
　発泡粒子は、０．１～５．０質量％の発泡剤を含有していることが好ましい。この範囲
で発泡剤を含有していることにより、樹脂発泡体の製造時に、発泡粒子が再発泡すること
で、繊維強化樹脂材との間で優れた接着性を発揮できる。発泡剤の含有量が０．１質量％
未満の場合、樹脂発泡体の再発泡によって繊維強化樹脂材を成形型内面に十分な圧力でも
って押圧できないことがある。その結果、得られる繊維強化複合発泡体の繊維強化樹脂材
表面における平滑性が不十分になる、繊維強化樹脂材を所望形状に成形できない、樹脂発
泡体と繊維強化樹脂材との一体化が不十分となって得られる繊維強化複合発泡体の機械的
強度が不十分になることがある。５．０質量％より大きい場合、樹脂発泡体による繊維強
化樹脂材の成形型内面への押圧力が大きくなりすぎることがある。その結果、繊維強化樹
脂材に含まれている熱可塑性樹脂が必要以上に成形型外に流出してしまい、繊維強化樹脂
材を構成している繊維が外部に露出し易くなり、得られる繊維強化複合発泡体の表面平滑
性が低下することがある。より好ましい含有量は０．５～３質量％である。
【００３３】
　発泡剤は、化学発泡剤でも、物理発泡剤でもよい。この内、時間経過による樹脂発泡粒
子からの散逸が少なく、かつ、樹脂発泡体を加熱した際に樹脂発泡体に所定の発泡力を発
揮させ易いものが好ましい。
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　化学発泡剤としては、例えば、アゾジカルボンアミド、ジニトロソペンタメチレンテト
ラミン、ヒドラゾイルジカルボンアミド、重炭酸ナトリウム等が挙げられる。化学発泡剤
は、単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００３４】
　物理発泡剤としては、例えば、プロパン、ノルマルブタン、イソブタン、ノルマルペン
タン、イソペンタン、ヘキサン等の飽和脂肪族炭化水素、ジメチルエーテル等のエーテル
類、塩化メチル、１，１，１，２－テトラフルオロエタン、１，１－ジフルオロエタン、
モノクロロジフルオロメタン等のフロン、二酸化炭素、窒素等が挙げられる。物理発泡剤
は、ジメチルエーテル、プロパン、ノルマルブタン、イソブタン、二酸化炭素が好ましく
、プロパン、ノルマルブタン、イソブタンがより好ましく、ノルマルブタン、イソブタン
が特に好ましい。また、発泡粒子が、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂を主成分とする場
合、発泡剤は、ノルマルブタン、イソブタン、二酸化炭素が好ましい。物理発泡剤は、単
独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００３５】
　発泡粒子中の残存発泡剤量は、例えば、（１）押出発泡による樹脂発泡体の製造時に合
成樹脂に混合させる発泡剤を多くすることによって発泡粒子中の残存発泡剤量を多くする
方法、（２）型内発泡成形による樹脂発泡体の製造時に用いられる発泡粒子に含浸してい
る発泡剤の量を多くすることによって樹脂発泡体中の残存発泡剤量を多くする方法、（３
）樹脂発泡体に発泡剤を更に含浸させて樹脂発泡体中の残存発泡剤量を多くする方法、（
４）樹脂発泡体の製造時の発泡のための加熱を少なくして樹脂発泡体中の残存発泡剤量を
多くする方法、（５）樹脂発泡体の加熱雰囲気下で一定時間置く等の養生工程を設けて樹
脂発泡体中の残存発泡剤量を少なくする方法等の方法によって制御できる。
　発泡剤以外の他の成分としては、可塑剤、難燃剤、難燃助剤、帯電防止剤、展着剤、気
泡調整剤、充填剤、着色剤、耐候剤、老化防止剤、滑剤、防曇剤、香料等が挙げられる。
【００３６】
　　（ｄ）発泡粒子の形状
　発泡粒子の形状は特に限定されない。例えば、球状、円柱状等が挙げられる。この内、
できるだけ球状に近いことが好ましい。発泡粒子は、０．５～５ｍｍの平均粒子径を有し
ていることが好ましい。
　また、発泡粒子は、０．０１～０．５ｍｍの表皮厚みを有していることが好ましい。表
皮厚みは０．０１～０．２ｍｍであることがより好ましく、０．０１５～０．２ｍｍが特
に好ましい。表皮厚みは、押出樹脂温度、冷却水温度及び発泡粒子製造直後の保管温度の
調整によって、制御できる。各温度が低い方が、表皮厚みが大きくなる傾向が高い。
【００３７】
　　（ｅ）発泡粒子の製造方法
　発泡粒子の製造方法としては、
（１）熱可塑性樹脂を押出機内に供給して物理発泡剤の存在下にて溶融混練して押出機に
取り付けたノズル金型から押出物を押出発泡させながら切断した後に冷却して発泡粒子を
製造する方法
（２）熱可塑性樹脂を押出機内に供給して物理発泡剤の存在下にて溶融混練して押出機に
取り付けたノズル金型から押出発泡してストランド状の発泡押出物を製造し、この発泡押
出物を所定間隔毎に切断して発泡粒子を製造する方法
（３）熱可塑性樹脂を押出機内に供給して物理発泡剤の存在下にて溶融混練して押出機に
取り付けた環状ダイ又はＴダイから押出発泡して発泡シートを製造し、この発泡シートを
切断することによって発泡粒子を製造する方法
（４）懸濁重合で熱可塑性樹脂粒子を作製し、オートクレーブで発泡剤を含浸させたて発
泡性粒子を製造した後、水蒸気のような熱媒体を供給できる予備発泡機を用いて加熱発泡
させて発泡粒子を製造する方法
（５）熱可塑性樹脂を押出機内に供給して溶融混練して押出機に取り付けたノズル金型か
ら押出してストランド状の押出物を製造し、この押出物を所定間隔毎に切断して樹脂粒子
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を製造し、それをオートクレーブで発泡剤を含浸させ発泡性粒子を製造した後、水蒸気の
ような熱媒体を供給できる予備発泡機を用いて加熱発泡させて発泡粒子を製造する方法
等が挙げられる。
【００３８】
　製造方法（１）に使用できる製造装置の一例について図１及び２を参照しつつ説明する
。
　ここで、図１は、発泡剤を含む発泡粒子を、押出機と、その前端に取り付けられたノズ
ル金型１とを用いて作製する様子を示したものである。
　図２に示したように、ノズル金型１の前端面１０には、ノズルの出口部１１が複数個、
同一仮想円Ａ上に等間隔毎に形成されている。
　ノズル金型１の前端面１０におけるノズルの出口部１１で囲まれた部分には、回転軸２
が前方に向かって突出した状態に配設されている。この回転軸２は、後述する冷却部材４
を構成する冷却ドラム４１の前部４１ａを貫通してモータ等の駆動部材３に連結されてい
る。
【００３９】
　更に、上記回転軸２の後端部の外周面には一枚又は複数枚の回転刃５が一体的に設けら
れている。全ての回転刃５は、その回転時には、ノズル金型１の前端面１０に常時、接触
した状態となる。
　なお、回転軸２に複数枚の回転刃５が一体的に設けられている場合には、複数枚の回転
刃５は回転軸２の周方向に等間隔毎に配列されている。
【００４０】
　図２では、一例として、四個の回転刃５を回転軸２の外周面に一体的に設けた場合を示
した。
　回転軸２が回転することによって、回転刃５は、ノズル金型１の前端面１０に常時、接
触しながら、ノズルの出口部１１が形成されている仮想円Ａ上を移動し、ノズルの出口部
１１から押出された発泡押出物を順次、連続的に切断可能に構成されている。
　また、ノズル金型１の少なくとも前端部と、回転軸２とを包囲するように冷却部材４が
配設されている。この冷却部材４は、ノズル金型１よりも大径な正面円形状の前部４１ａ
と、この前部４１ａの外周縁から後方に向かって延設された円筒状の周壁部４１ｂとを有
する有底円筒状の冷却ドラム４１とを備えている。
【００４１】
　更に、冷却ドラム４１の周壁部４１ｂにおけるノズル金型１の外方に対応する部分には
、冷却液４２を供給するための供給口４１ｃが内外周面間に亘って貫通した状態に形成さ
れている。
　冷却ドラム４１の供給口４１ｃの外側開口部には冷却液４２を冷却ドラム４１内に供給
するための供給管４１ｄが接続されている。
　冷却液４２は、供給管４１ｄを通じて、冷却ドラム４１の周壁部４１ｂの内周面に沿っ
て斜め前方に向かって供給されるように構成されている。
　そして、冷却液４２は、供給管４１ｄから冷却ドラム４１の周壁部４１ｂの内周面に供
給される際の流速に伴う遠心力によって、冷却ドラム４１の周壁部４１ｂ内周面に沿って
螺旋状を描くように前方に向かって進む。
【００４２】
　冷却液４２は、周壁部４１ｂの内周面に沿って進行中に、徐々に進行方向に直交する方
向に広がる。その結果、冷却ドラム４１の供給口４１ｃより前方の周壁部４１ｂの内周面
は冷却液４２によって全面的に被覆された状態となる。
　なお、冷却液４２としては、発泡粒子を冷却できれば、特に限定されず、例えば、水、
アルコール等が挙げられる。この内、使用後の処理を考慮すると、水が好ましい。
　冷却液の温度としては、５～４０℃が好ましい。５℃未満の場合、金型温度が著しく低
下し、押出が不安定となることがある。４０℃より高い場合、発泡粒子の冷却不足となり
、連続気泡率が高くなり、複合化時の発泡力が低下することがある。また、発泡粒子表面
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の非発泡もしくは高密度層である表皮が薄くなり、複合化時の発泡力が低下することがあ
る。より好ましい冷却液の温度は８～３０℃であり、１０～３５℃が特に好ましい。
【００４３】
　そして、冷却ドラム４１の周壁部４１ｂの前端部下面には、その内外周面間に亘って貫
通した状態に排出口４１ｅが形成されている。
　排出口４１ｅの外側開口部には排出管４１ｆが接続されている。
　発泡粒子及び冷却液４２を連続的に排出口４１ｅを通じて排出できるように構成されて
いる。
　熱可塑性樹脂（好ましくは架橋剤と共に）を押出機に供給して発泡剤の存在下にて溶融
混練した（熱可塑性樹脂を好ましくは架橋剤によって架橋した）後、押出機の前端に取り
付けたノズル金型１から熱可塑性樹脂を押出発泡させて得られた発泡押出物を回転刃５に
よって切断することで、発泡粒子を製造できる。
【００４４】
　　（ｆ）発泡粒子及び繊維強化樹脂材の予備加熱
　発泡粒子は、成形型への投入前に、予備加熱してもよい。予備加熱することによって、
成形型に投入された発泡粒子を早い段階で発泡させることができ、発泡開始のタイミング
を調整できる。予備加熱温度は、発泡粒子を構成する樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）－５０
～Ｔｇ＋５０℃が好ましい。予備加熱温度が低すぎると発泡開始に与える影響が少なくな
ることがある。高すぎると発泡が開始してしまうことがある。予備加熱温度はＴｇ－４０
～Ｔｇ＋４０℃がより好ましく、Ｔｇ－３０～Ｔｇ＋３０℃が特に好ましい。予備加熱用
の加熱装置としては、例えば、赤外線ヒーター、カーボンヒーター、熱風乾燥機、加熱板
、バンドヒーター、カートリッジヒータ等が使用できる。
【００４５】
　繊維強化樹脂材も、発泡粒子と同様、予備加熱してもよい。予備加熱することによって
、熱硬化性樹脂を含む繊維強化樹脂材の場合、熱硬化を速くできることや、熱硬化性樹脂
の粘度を増加させて成形性や外観性を向上できる。熱可塑性樹脂を含む繊維強化樹脂材の
場合は、樹脂発泡体への融着性を向上できることや、生産性を向上できる。予備加熱温度
は、熱硬化性樹脂の場合、そのガラス転移点（Ｔｇ）－１００～Ｔｇ＋１００℃が好まし
く、熱可塑性樹脂の場合、そのガラス転移点（Ｔｇ）＋１００～Ｔｇ＋３５０℃が好まし
い。予備加熱温度が高すぎると、熱硬化性樹脂の場合は、硬化が始まることとなり、樹脂
発泡体への融着性が低下し、熱可塑性樹脂の場合は、樹脂の粘度が低くなり、繊維強化樹
脂材から樹脂が垂れてしまうことにより、外観性が低下することがある。温度が低すぎる
と、成形型投入後の加熱時間が延びることとなるばかりか、樹脂発泡体への融着性が低下
することがある。熱硬化性樹脂の場合、予備加熱温度はＴｇ－５０～Ｔｇ＋８０℃がより
好ましく、熱可塑性樹脂の場合、予備加熱温度はＴｇ＋１５０～Ｔｇ＋３００℃がより好
ましい。加熱装置としては、例えば、赤外線ヒーター、カーボンヒーター、熱風乾燥機、
加熱板、バンドヒーター、カートリッジヒータ等が使用できる。
【００４６】
　（繊維強化複合発泡体）
　繊維強化複合発泡体は、繊維強化樹脂材と樹脂発泡体とが積層一体化されている。
　　（ａ）繊維強化樹脂材
　繊維強化樹脂材は、繊維成分と樹脂成分とから構成される。
　　　（ａ－１）繊維成分
　繊維成分としては、例えば、ガラス繊維、炭素繊維、炭化ケイ素繊維、アルミナ繊維、
チラノ繊維、玄武岩繊維、セラミックス繊維等の無機繊維；ステンレス繊維やスチール繊
維等の金属繊維；アラミド繊維、ポリエチレン繊維、ポリパラフェニレンベンズオキサド
ール（ＰＢＯ）繊維等の有機繊維；ボロン繊維等の繊維に由来する成分が挙げられる。繊
維は、優れた機械的強度及び耐熱性を有していることから、炭素繊維、ガラス繊維、アラ
ミド繊維が好ましく、炭素繊維がより好ましい。
【００４７】
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　繊維成分は、繊維強化樹脂材中に、粒状で分散していてもよく、シート状の形態で存在
していてもよい。この内、繊維強化樹脂材の強度を向上させる観点から、シート状である
ことが好ましい。シート状の形態としては、織物（例えば、平織、綾織、朱子織等による
織物）、編物、不織布、及び強化繊維を一方向に引き揃えた繊維束（ストランド）の糸で
の結束（縫合）体が挙げられる。
　シート状の繊維成分は、１枚の繊維層のみからなっていてもよく、複数枚の繊維層の積
層体であってもよい。複数枚の繊維層の積層体としては、
（１）一種の繊維のみからなるシート状の繊維層を複数枚用意し、これらを積層すること
で得られた積層体
（２）複数種の繊維の混合物からなるシート状の繊維層を複数枚用意し、これらを積層す
ることで得られた積層体
（３）結束体からなるシート状の繊維層を複数枚用意し、これらを繊維束の繊維方向が互
いに相違した方向を指向するように重ね合わせ、重ね合わせた結束体同士を糸で一体化（
縫合）することで得られた積層体
等が挙げられる。なお、糸としては、ポリアミド樹脂糸やポリエステル樹脂糸等の合成樹
脂糸、及びガラス繊維糸のようなステッチ糸が挙げられる。
【００４８】
　上記（１）において、複数枚の織物の積層体の場合、各織物を構成している経糸（緯糸
）の長さ方向が織物の平面方向からみて放射状に配列されていることが好ましい。
　具体的には、図３及び図４に示したように、各織物を構成している経糸（緯糸）の長さ
方向をそれぞれ１ａ、１ｂ・・・としたとき、これら経糸（緯糸）の長さ方向１ａ、１ｂ
・・・が放射状に配列されていることが好ましい。また、経糸（緯糸）の長さ方向１ａ、
１ｂ・・・のうちの任意の経糸（緯糸）の長さ方向１ａを特定したとき、特定の経糸（緯
糸）の長さ方向１ａを中心にして他の経糸（緯糸）の長さ方向１ｂ、１ｃ、１ｄ・・・が
線対称となるように配列されていることがより好ましい。
【００４９】
　また、各織物を構成している経糸（緯糸）の長さ方向１ａ、１ｂ・・・どうしの交差角
度は、繊維強化樹脂材の強度が一方向に偏らず任意の方向において略同一の機械的強度を
付与できる。そのため、織物を二枚重ね合わせる場合には９０°が好ましく、織物を三枚
以上重ね合わせる場合には４５°が好ましい。
【００５０】
　上記（２）において、複数種の繊維の混合物からなる繊維層の積層体の場合、各繊維層
を構成している繊維束の繊維の長さ方向が繊維層の平面方向からみて放射状に配列されて
いることが好ましい。具体的には、図３及び図４に示したように、各繊維基材を構成して
いる繊維束の繊維の長さ方向をそれぞれ１ａ、１ｂ・・・としたとき、これら繊維の長さ
方向１ａ、１ｂ・・・が放射状に配列されていることが好ましく、繊維の長さ方向１ａ、
１ｂ・・・のうちの任意の長さ方向１ａを特定したとき、特定の長さ方向１ａを中心にし
て線対称となるように他の長さ方向１ｂ、１ｃ、１ｄ・・・が配列していることがより好
ましい。
　また、繊維の長さ方向１ａ、１ｂ・・・どうしの交差角度は、繊維強化樹脂材の強度が
一方向に偏らず任意の方向において略同一の機械的強度を付与できることから、繊維基材
を二枚重ね合わせる場合には９０°が好ましく、繊維基材を三枚以上重ね合わせる場合に
は４５°が好ましい。
　なお、三菱レイヨン社の商品名「パイロフィル」も繊維基材として使用できる。
【００５１】
　　　（ａ－２）樹脂成分
　上記繊維に樹脂を含浸させることで繊維強化樹脂材が得られる。樹脂を含浸させること
によって、強化繊維同士が接着一体化されるので、繊維成分のみや樹脂のみよりも優れた
強度を繊維強化樹脂材は有している。樹脂には熱硬化性樹脂、及び、熱可塑性樹脂が通常
使用される。
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　熱可塑性樹脂としては、特に限定されず、オレフィン系樹脂、ポリエステル系樹脂、熱
可塑性エポキシ樹脂、アミド系樹脂、熱可塑性ポリウレタン樹脂、サルファイド系樹脂、
アクリル樹脂等が挙げられる。なお、熱可塑性樹脂は、単独で用いられても二種以上が併
用されてもよい。
【００５２】
　樹脂成分中の主たる樹脂は、樹脂発泡体との接着性又は繊維強化樹脂材を構成している
強化繊維どうしの接着性に優れていることから、ポリエステル系樹脂、熱可塑性エポキシ
樹脂が好ましい。また、主たる樹脂は、熱可塑性ポリウレタン樹脂等の熱可塑性エラスト
マーであってもよい。ここで「主たる樹脂」とは、繊維成分を除いて、最も高い質量割合
で含まれている樹脂を意味する。
【００５３】
　エポキシ樹脂としては、エポキシ化合物どうしの重合体又は共重合体であって直鎖構造
を有する重合体や、エポキシ化合物と、このエポキシ化合物と重合し得る単量体との共重
合体であって直鎖構造を有する共重合体が挙げられる。
　具体的には、エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビス
フェノールフルオレン型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、フェノー
ルノボラック型エポキシ樹脂、環状脂肪族型エポキシ樹脂、長鎖脂肪族型エポキシ樹脂、
グリシジルエステル型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂等が挙げられる。
この内、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールフルオレン型エポキシ樹脂が
好ましい。
　なお、エポキシ樹脂は、単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
【００５４】
　ポリウレタン樹脂としては、ジオールとジイソシアネートとを重合させて得られる直鎖
構造を有する重合体が挙げられる。
　ジオールとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、プロピレン
グリコール、ジプロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオー
ル等が挙げられる。
　ジオールは、単独で用いられても二種以上が併用されてもよい。
　ジイソシアネートとしては、例えば、芳香族ジイソシアネート、脂肪族ジイソシアネー
ト、脂環式ジイソシアネートが挙げられる。ジイソシアネートは、単独で用いられても二
種以上が併用されてもよい。なお、ポリウレタン樹脂は、単独で用いられても二種以上が
併用されてもよい。
【００５５】
　アミド系樹脂としては、ヘキサメチレンジアミン、デカメチレンジアミン、ドデカメチ
レンジアミン、２，２，４－又は２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン、１，
３－又は１，４－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、ビス（ｐ－アミノシクロヘキシ
ルメタン）、ｍ－又はｐ－キシリレンジアミンのような脂肪族、脂環族、芳香族等のジア
ミンとアジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、テレフタル
酸、イソフタル酸のような脂肪族、脂環族、芳香族等のジカルボン酸とから製造される樹
脂、６－アミノカプロン酸、１１－アミノウンデカン酸、１２－アミノドデカン酸のよう
なアミノカルボン酸から製造される樹脂、ε－カプロラクタム、ω－ドデカラクタムのよ
うなラクタムから製造される樹脂及びこれらの成分からなる共重合樹脂、これら樹脂の混
合物等が例示される。
【００５６】
　具体的にはポリカプラミド（ポリアミド６）、ポリドデカノアミド（ポリアミド１２）
、ポリヘキサメチレンアジパミド（ポリアミド６・６）、ポリヘキサメチレンアゼラアミ
ド（ポリアミド６・９）、ポリヘキサメチレンセバカミド（ポリアミド６・１０）、ポリ
ヘキサメチレンドデカノアミド（ポリアミド６・１２）、ポリキシリレンアジパミド、ポ
リヘキサメチレンテレフタラミド、ポリフェニレンフタラミド、ポリアミド６／６・６、
ポリ（キシリレンアジパミド／ヘキサメチレンアジパミド）等が挙げられる。
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【００５７】
　樹脂成分には、熱硬化性樹脂が更に含まれていてもよい。
　熱硬化性樹脂としては、特に限定されず、例えば、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル
樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコン樹脂、マレイミド樹
脂、ビニルエステル樹脂、シアン酸エステル樹脂、マレイミド樹脂とシアン酸エステル樹
脂を予備重合した樹脂等が挙げられる。この内、耐熱性、弾性率及び耐薬品性に優れてい
ることから、エポキシ樹脂、ビニルエステル樹脂が好ましい。熱硬化性樹脂は、単独で用
いられても二種以上が併用されてもよい。
【００５８】
　繊維強化樹脂材中における樹脂成分の含有量は、２０～７０質量％であることが好まし
い。含有量が２０質量％未満の場合、強化繊維どうしの接着性や、繊維強化樹脂材とコア
材との接着性が不十分となり、繊維強化樹脂材の機械的強度や、繊維強化複合発泡体の機
械的強度又は衝撃吸収性を十分に向上できないことがある。また、７０質量％より多い場
合、繊維強化樹脂材の機械的強度が低下して、繊維強化複合発泡体の機械的強度を十分に
向上できないことがある。より好ましい含有量は、３０～６０質量％である。
　繊維強化樹脂材中に樹脂を含浸させる方法としては、特に限定されず、例えば、
（１）繊維基材を合成樹脂中に浸漬し、繊維基材に合成樹脂を含浸させる方法
（２）繊維基材に合成樹脂を塗布し、繊維基材に合成樹脂を含浸させる方法
等が挙げられる。
【００５９】
　　　（ａ－３）性質
　繊維強化樹脂材の厚みは、０．０２～２ｍｍが好ましい。厚みがこの範囲内である繊維
強化樹脂材は、軽量であるにも関わらず機械的強度に優れている。より好ましい厚さは０
．０５～１ｍｍである。
　繊維強化樹脂材の目付は、５０～４０００ｇ／ｍ2が好ましい。目付がこの範囲内であ
ることで、繊維強化樹脂材が軽量で強度に優れた状態とされ得る。より好ましい目付は１
００～１０００ｇ／ｍ2である。
　なお、長瀬ケムテック社の商品名「ＮＮＧＦ６０－０３ｓ」も繊維強化樹脂材として使
用できる。
【００６０】
　　（ｂ）樹脂発泡体
　樹脂発泡体は、上記発泡粒子の融着体である。
　樹脂発泡体は、０．０１５～０．５ｇ／ｃｍ3の密度を有していることが好ましい。密
度が低すぎると、機械的物性が低下することがある。密度が高すぎると、軽量性が損なわ
れ、又は、脆くなることがある。密度は０．０２～０．４ｇ／ｃｍ3がより好ましい。
【００６１】
　　（ｃ）構成
　繊維強化複合発泡体は、繊維強化樹脂材と樹脂発泡体とが、互いに融着することで、積
層一体化していさえすれば、その構成は特に限定されない。構成としては、例えば、
（１）樹脂発泡体の全表面及び一部表面を被覆するように繊維強化樹脂材が位置する構成
（２）樹脂発泡体の内部に粒状又は層状に繊維強化樹脂材が分散する構成
（３）上記構成（１）及び（２）を組み合わせた構成
等が挙げられる。
【００６２】
　構成（１）において、繊維強化複合発泡体は、繊維強化樹脂材でその５０％以上の表面
が被覆されていることが好ましい。被覆が５０％未満の場合、繊維強化複合発泡体の機械
的強度の向上効果が十分でないことがある。６０％以上の表面が被覆されていることがよ
り好ましく、８０％以上の表面が被覆されていることが更に好ましい。
　また、繊維強化複合発泡体が、多面体構造を有している場合、繊維強化樹脂材は、最も
面積の大きな面を被覆していることが好ましい。
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【００６３】
　構成（２）において、繊維強化複合発泡体に含まれる繊維強化樹脂材が、繊維強化複合
発泡体全体に占める割合は、１０～６０体積％であることが好ましい。割合が１０体積％
未満の場合、繊維強化複合発泡体の機械的強度の向上効果が十分でないことがある。６０
体積％より多い場合、繊維強化複合発泡体の軽量性が損なわれることがある。より好まし
い割合は２０～５０体積％であり、更に好ましい割合は２５～４５体積％である。
　上記構成の内、少なくとも構成（１）を備えていることが好ましい。
【００６４】
　　（ｂ）製造方法
　繊維強化複合発泡体が角柱状であり上記構成（１）を備えている場合を例にして以下に
製造方法を説明する。具体的には、角柱状の樹脂発泡体の表面をシート状の繊維強化樹脂
材で熱融着により被覆する構成を有している。
　繊維強化複合発泡体は、例えば、図５（ａ）～（ｄ）に示した手順で製造できる。図５
（ａ）は発泡粒子充填工程、図５（ｂ）はプレス及び加熱工程、図５（ｃ）は融着工程、
図５（ｄ）は離型工程である。
　まず、成形型７１上に、繊維強化樹脂材７２、発泡粒子７３及び繊維強化樹脂材７３を
この順で配置する（図５（ａ））。ここで、成形型内に、発泡粒子、繊維強化樹脂材及び
発泡粒子の順で配置すれば、繊維強化樹脂材が内包された繊維強化複合発泡体を得ること
ができる。また、粒状の繊維強化樹脂材を使用する場合、発泡粒子と粒状の繊維強化樹脂
材とを混合して成形型内に配置すれば、粒状の繊維強化樹脂材が分散した繊維強化複合発
泡体を得ることができる。
【００６５】
　次に、繊維強化樹脂材７２、発泡粒子７３及び繊維強化樹脂材７４を一対の成形型７１
及び７５で封止した後、プレスしつつ加熱する（図５（ｂ））。
　繊維強化樹脂材加熱工程や樹脂発泡体加熱工程に用いられる加熱装置としては、例えば
、赤外線ヒーター、カーボンヒーター、熱風乾燥機、加熱板、バンドヒーター、カードリ
ッジヒータ等が使用できる。
　プレス圧力は、発泡粒子の主たる樹脂のガラス転移点以下での圧縮応力を参考にして決
定することが好ましい。
　ガラス転移点は、高すぎると繊維強化樹脂材が急激に冷却されて表面性が低下すること
がある。低すぎると繊維強化樹脂材の冷却に時間がかかり生産サイクルが低下することが
ある。従って、４０～１８０℃であることが好ましく、５０～１５０℃がより好ましい。
【００６６】
　プレス成形時の圧力は、低すぎると繊維強化樹脂材と樹脂発泡体との一体性が低くなる
ことがある。高すぎると、樹脂発泡体が圧縮されてしまい、所望の成形品を得難くなるこ
とがある。
　そのため、プレス成形圧力は、発泡力（Ａ）に対して所定の範囲内であることが好まし
い。具体的には、０．１ＭＰａ～（Ａ＋４０ＭＰａ）の範囲内であることが好ましく、０
．２ＭＰａ～（Ａ＋２０ＭＰａ）の範囲内であることが特に好ましい。
【００６７】
　次いで、加熱を維持して、発泡粒子７３を発泡させることで、発泡粒子を相互に融着さ
せる。再発泡の結果、成形型７１及び７５により区画される空間内に、発泡粒子の融着体
からなる樹脂発泡体７６と、それを覆う繊維強化樹脂材とからなる繊維強化複合発泡体７
７が得られる（図５（ｃ））。
　一定温度まで成形型を冷却した後、繊維強化複合発泡体７７が取り出される（図５（ｄ
））。取り出し温度が高すぎると、取り出し後にさらなる発泡や収縮が生じて所定の形状
を付与することが困難になる場合がある。
　従って、繊維強化複合発泡体内の発泡成形体のガラス転移点をＴｇｘ（℃）とした際に
、繊維強化複合発泡体の冷却は、成形型温度が（Ｔｇｘ＋１０℃）以下となるように実施
することが好ましい。



(15) JP 6468972 B2 2019.2.13

10

20

30

40

50

【００６８】
　即ち、熱融着後の繊維強化複合発泡体は、少なくとも表面が（Ｔｇｘ＋１０℃）以下の
温度に冷却された状態で成形型から取り出すことが好ましい。
　繊維強化複合発泡体の成形型からの取り出し時における表面温度は、接触式温度計の測
定プローブを取り出し直後の繊維強化複合発泡体の表面に当てて測定した、複数箇所（例
えば、１０箇所程度）の測定値の平均値である。
　また、本発明においては、樹脂発泡体の中心部が表面よりも低い温度となっている状態
で樹脂発泡体と繊維強化樹脂材との熱融着を実施できる。
【実施例】
【００６９】
　次に実施例を挙げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
＜ガラス転移点及び融点＞
　ガラス転移点及び融点（発熱ピーク温度）については、ＪＩＳ　Ｋ７１２１：１９８７
「プラスチックの転移温度測定方法」に記載されている方法で測定される値を意図してい
る。
　但し、サンプリング方法及び温度条件に関しては以下のように行う。
　示差走査熱量計装置を用いアルミニウム製測定容器の底にすきまのないよう試料を約６
ｍｇ充てんする。窒素ガス流量２０ｍＬ／分のもと、試料を３０℃から－４０℃まで降温
した後に１０分間に亘って保持する。この後、試料を－４０℃から２９０℃まで昇温（１
ｓｔ　Ｈｅａｔｉｎｇ）し、２９０℃に１０分間に亘って保持した後に、２９０℃から－
４０℃まで降温（Ｃｏｏｌｉｎｇ）、１０分間に亘って保持した後に、－４０℃から２９
０℃まで昇温（２ｎｄ　Ｈｅａｔｉｎｇ）しＤＳＣ曲線を得る。
　なお、全ての昇温速度及び降温速度は１０℃／分で行い、基準物質としてアルミナを用
いる。
　得られた曲線の変曲点をガラス転移点とし、発熱ピークトップの温度を発熱ピーク温度
（融点）とする。
　なお、示差走査熱量分析計は、エスアイアイナノテクノロジー社の商品名「ＤＳＣ６２
２０型」を用いる。
【００７０】
＜加熱膨張開始温度（発泡開始温度）＞
　２５℃における発泡粒子の直径を測定し、初期直径とする。次に、５℃毎に恒温槽を設
定し、発泡粒子の寸法が膨張した、最も低い温度を加熱膨張開始温度とする。加熱膨張は
、初期直径より０．５ｍｍ以上大きくなった場合に開始したと判断する。
【００７１】
＜嵩密度（見掛け密度）＞
　嵩密度は、ＪＩＳ　Ｋ６９１１：１９９５「熱硬化性プラスチック一般試験方法」に準
拠して測定されたものをいう。即ち、ＪＩＳ　Ｋ６９１１に準拠した見掛け密度測定器を
用いて測定し、下記式に基づいて熱可塑性樹脂発泡粒子の嵩密度を算出する。
　熱可塑性樹脂発泡粒子の嵩密度（ｇ／ｃｍ3）
　　＝〔試料を入れたメスシリンダーの質量（ｇ）－メスシリンダーの質量（ｇ）〕／〔
メスシリンダーの容量（ｃｍ3）〕
【００７２】
＜発泡粒子径＞
　発泡粒子の平均粒径は、次のように算出する。まず、発泡粒子２０個を抽出し、抽出し
た発泡粒子を光学顕微鏡を用いて１０倍に拡大して拡大写真を撮影する。拡大写真中の発
泡粒子を包囲し得る最小径の真円の直径を個々の発泡粒子の粒径とする。２０個の発泡粒
子の粒径（直径）の相加平均値を発泡粒子の発泡粒子径とする。なお、光学顕微鏡は、キ
ーエンス社製の商品名「デジタルマイクロスコープ　ＶＨＸ－１０００」にて市販されて
いる光学顕微鏡を用いる。
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【００７３】
＜表皮厚み＞
　発泡粒子を０．２～０．３ｍｍ厚みでスライスする。次いで走査型電子顕微鏡で任意の
粒子を２００倍で撮影し、粒子表面から中心に向かって、非発泡(発泡していない領域)、
もしくは、気泡径５０μｍ以下が存在する領域までの距離を測定する。この測定を、発泡
粒子断面の任意の方向１０箇所において行い、得られた１０個の値の平均値を表皮厚みと
する。気泡径５０μｍ以下の判定は、各気泡の外周縁上(気泡膜内側)の任意の点を結ぶ直
線の最も短い距離について行う。
【００７４】
＜結晶化度＞
　樹脂発泡体の表面層及び内層の結晶化度は、ＪＩＳ　Ｋ７１２２：１９８７「プラスチ
ックの転移熱測定方法」に記載されている方法で測定する。
　結晶化度を求めるには、測定対象となる層から切り出した直方体形状の試料を約６ｍｇ
採取し、この試料に対して熱分析を行う。
　なお、樹脂発泡体の内層から試料を切り出す場合、原則的には、樹脂発泡体の重心を含
むように試料を切り出すものとする。
　具体的には、結晶化度は、以下のようにして求めることができる。
　示差走査熱量計装置（エスアイアイナノテクノロジー社製　商品名「ＤＳＣ６２２０型
」）を用い、アルミニウム製の測定容器の底に試料を隙間のないように、充填して、試料
を窒素ガス流量３０ｍＬ／分の条件下にて３０℃で２分間に亘って保持する。
　しかる後、試料を速度１０℃／分で３０℃から２９０℃まで昇温した時のＤＳＣ曲線を
得る。
　その時の基準物質はアルミナを用いる。
【００７５】
　樹脂発泡体の表面層及び内層の結晶化度は、融解ピークの面積から求められる融解熱量
（ｍＪ／ｍｇ）と結晶化ピークの面積から求められる結晶化熱量（ｍＪ／ｍｇ）の差を結
晶性熱可塑性樹脂の完全結晶の理論融解熱量ΔＨ0で徐して求める。
　例えば、ポリエチレンテレフタレートのΔＨ0は１４０．１ｍＪ／ｍｇ、ポリ乳酸のΔ
Ｈ0は９３．０ｍＪ／ｍｇである。
　樹脂発泡体の測定対象となる層の結晶化度は下記式に基づいて算出される。
　樹脂発泡体の測定対象となる層の結晶化度（％）
　　＝１００×（│融解熱量（ｍＪ／ｍｇ)│－│結晶化熱量(ｍＪ／ｍｇ)│）／ΔＨ0（
ｍＪ／ｍｇ）
　別に５個の樹脂発泡体を更に用意し、それぞれの樹脂発泡体の表面層及び内層の結晶化
度を上述と同様の要領で測定し、５個の樹脂発泡体のそれぞれの表面層の結晶化度の相加
平均値を樹脂発泡体の表面層の結晶化度とし、５個の樹脂発泡体のそれぞれの内層の結晶
化度の相加平均値を樹脂発泡体の内層の結晶化度とする。
【００７６】
＜発泡剤残存量（残ガス量）＞
　発泡粒子中の残存発泡剤量は、ガスクロマトグラフを使って測定する。
　具体的には、残存発泡剤量は、例えば発泡剤がブタン等の炭化水素であるような場合に
は、以下のようにして測定する。
　発泡粒子１０～２０ｍｇを精秤し、熱分解炉ＰＹＲ－１Ａ（島津製作所製）の分解炉入
口にセットして１５秒ほどキャリアーガス（ヘリウムガス）でパージを行ない、試料セッ
ト時の混合ガスを排出する。
　その後、試料を炉心まで挿入して加熱することによりガスを放出させ、この放出ガスを
島津製作所製ガスクロマトグラフを用いて測定し、得られたクロマトチャートのピーク面
積からそれぞれの標準ガス検量線を使用して試料中の残存発泡剤を定量する。
【００７７】
〔ガスクロマトグラフ条件〕
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測定装置：ガスクロマトグラフ　ＧＣ－１４Ｂ（島津製作所製）
カラム：ポラパックＱ（８０／１００)３ｍｍφ×１．５ｍ（ジーエルサイエンス社製）
データ処理装置：Ｃ－Ｒ３Ａ
検出器：ＴＣＤ
カラム温度：１００℃
注入口温度：１２０℃
検出器温度：１２０℃
キャリアーガス：ヘリウム
キャリアーガス流量：１ｍＬ／ｍｉｎ
〔加熱炉条件〕
測定装置：熱分解炉ＰＹＲ－１Ａ（島津製作所製）
加熱炉温度：２４０℃
〔算出条件〕
検量線標準ガス：ｉ－ブタン、ｎ－ペンタン
算出方法：絶対検量線法により、ｉ－ブタン、ｎ－ペンタンの検量線を予め作成し、得ら
れた試料の残存発泡剤量を標準ガス毎の検量線により算出する。結果において、ｎ－ブタ
ンガス量はｉ－ブタン換算量、ｉ－ペンタンガス量はｎ－ペンタン換算量とする。
【００７８】
＜連続気泡率＞
　連続気泡率は、ＡＳＴＭ　Ｄ－２８５６に記載の測定方法に準拠して下記の要領で測定
される。
　まず、樹脂発泡粒子の見掛け上の体積を測って見掛け体積Ｖ1（ｃｍ3）とする。次に、
樹脂発泡粒子の実際試料体積Ｖ2（ｃｍ3）を体積測定空気比較式比重計を用いて１－１／
２－１気圧法により測定する。
　なお、体積測定空気比較式比重計は、東京サイエンス社製の商品名「１０００型」にて
市販されているものを用いる。
【００７９】
＜加熱最大膨張率＞
　２５℃における発泡粒子の初期の直径を測定し、各恒温槽中に発泡粒子を入れて加熱す
る。発泡粒子が最大に膨張するまで観察し、その直径に初期直径を除し、１００を乗ずる
ことにより、加熱最大膨張率を算出する。なお、最大値を計測する場合が難しい場合、タ
ルク等の無機粉末の上に発泡粒子を置き、タルクの窪みを最大膨張直径とする。
【００８０】
＜加熱膨張速度（体積増加速度）＞
　樹脂発泡体の体積増加速度（体積％／ｍｉｎ）については、発泡粒子１００粒を一定の
温度で一定時間加熱し、加熱前後の体積変化を加熱時間で除して求める。
　具体的には、試験片の加熱時間を、２分間とし、加熱装置として、ヤマト科学社の商品
名「ＤＮ４４」の恒温乾燥機を使用する。
【００８１】
＜複合化温度における発泡力（最大膨張圧力）＞
　樹脂発泡体の発泡力は、「発泡プラスチック－硬質材料の圧縮試験」で使用される万能
試験機を用いて、樹脂発泡体が加熱により膨張（発泡）する時に生じる荷重を連続的に測
定し、測定開始後の所定時間で検知された最大荷重を試験片面積（初期状態における面積
）で除した値として求める。
　具体的には、発泡力は、以下のようにして求める。
　発泡粒子を複合化温度(プレスの場合はプレスの温度)に予め加熱した内寸一辺が４０ｍ
ｍの５面が覆われた立方体形状成形型（１面は開放状態）に充填する。成形型の１面は開
放状態となっており、開放面とする。
　測定は、万能試験機、テンシロン付帯高低温度恒温槽及び万能試験機データ処理ソフト
を用いて行う。
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　恒温槽内で、上部圧縮板と下部圧縮板との間に挟み込まれた成形型から膨張（発泡）す
ることにより発生する荷重を測定する。試験開始時は開放面は、上部圧縮版に接する状態
とする。
　なお、万能試験機は、例えば、オリエンテック社の商品名「ＵＣＴ－１０Ｔ」を用いる
。
　テンシロン付帯高低温度恒温槽は、Ｔ．Ｓ．Ｅ．社の市販品を用いる。
　万能試験機データ処理ソフトは、ＵＴＰＳ－ＳＴＤソフトブレーン社の市販品を用いる
。
　この発泡粒子について加熱時の膨張に伴って発生する最大荷重から、発泡力（膨張圧力
）を下記にて求める。
　発泡力（ｍＮ／ｍｍ3）＝最大荷重Ｆ（ｍＮ）／成形型開放面面積（ｍｍ）
【００８２】
＜成形後コア材（樹脂発泡体）密度＞
　密度は、ＪＩＳ　Ｋ７２２２「発泡プラスチック及びゴム－見掛け密度の測定」に準拠
して測定された値をいう。
【００８３】
＜密度バラツキ＞
　繊維強化複合発泡体内の樹脂発泡体における任意の１０カ所から試験片を採取する。
　採取した試験片質量を測定し、その後、水の充填されたメスシリンダー内に試験片を入
れ、体積を測定する。
　そして、各試験片密度の相加平均値を「平均コア材密度」とし、その密度が「平均コア
材密度」より２０％以上差異のある試験片の数に基づいて密度バラツキを評価する。
○・・・２個未満である。
△・・・２個以上でかつ５個未満である。
×・・・６個以上である。
【００８４】
＜軽量化効果＞
　繊維強化複合発泡体は、成形により樹脂発泡体を圧縮しているので、繊維強化複合発泡
体の軽量化効果を下記の基準に基づいて評価する。
軽量化効果（％）＝１００×（繊維強化複合発泡体成形後体積/初期の発泡粒子の嵩体積
）
○・・・８０％以上である。
△・・・５０％以上でかつ８０％未満である。
×・・・５０％未満である。
【００８５】
＜表面外観＞
　繊維強化複合発泡体において、繊維強化樹脂材の総表面積（Ｓ０）及びその内の表面に
繊維が露出している部分の合計面積（Ｓ１）を算出し、下記式に基づいて、繊維の露出度
を算出する。
　繊維の露出度に基づいて下記基準にて判断する。
　なお、繊維強化複合発泡体が得られなかった場合は「×」とする。
　繊維の露出度（％）＝１００×Ｓ１／Ｓ０
　○・・・繊維の露出度が１０％未満である。
　△・・・繊維の露出度が１０％以上でかつ２０％未満である。
　×・・・繊維の露出度が２０％以上である。
【００８６】
（実施例１）
　まず、図１及び図２に示した製造装置を用い発泡粒子を作製した。
　即ち、１，４－シクロヘキサンジメタノール変性ポリエチレンテレフタレート樹脂（イ
ーストマン社製、商品名「ＥＮ０９９」、融点：２３８．５℃）１００質量部、ポリエチ
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レンテレフタレート樹脂にタルクを含有させてなるマスターバッチ（ポリエチレンテレフ
タレート樹脂含有量：６０質量％、タルク含有量：４０質量％）１．８質量部及び無水ピ
ロメリット酸０．２６質量部を含む樹脂組成物を口径が６５ｍｍでかつＬ／Ｄ比が３５の
単軸押出機に供給して２９０℃にて溶融混練した。
　続いて、押出機の途中から、イソブタン３５質量％及びノルマルブタン６５質量％から
なる混合ブタンを１，４－シクロヘキサンジメタノール変性ポリエチレンテレフタレート
樹脂及びポリエチレンテレフタレート樹脂の総量１００質量部に対して１．６質量部とな
るように溶融状態の樹脂組成物に圧入して、樹脂組成物中に均一に分散させた。
【００８７】
　しかる後、押出機の前端部において、溶融状態の樹脂組成物を２８０℃に冷却した後、
押出機の前端に取り付けたマルチノズル金型１の各ノズルから樹脂組成物を押出発泡させ
た。
　なお、マルチノズル金型１は、出口部１１の直径が１ｍｍのノズルを２０個有していた
。仮想円Ａは、１３９．５ｍｍの直径を有していた。２枚の回転刃５は、回転軸２の周方
向に１８０°の位相差でもって一体的に設けられていた。冷却ドラム４１は３２０ｍｍの
内径と１７６８４ｃｍ3の容積を有していた。冷却水４２は２０℃とした。
　そして、マルチノズル金型１の前端面１０に配設した回転刃５を２５００ｒｐｍの回転
数で回転させて、マルチノズル金型１の各ノズルの出口部１１から押出発泡物を回転刃５
によって切断して略球状の発泡粒子を製造した。
【００８８】
　このとき押出発泡物は、マルチノズル金型１のノズルから押出された直後の状態を維持
している未発泡部と、この未発泡部に連続する発泡途上の発泡部とからなっていた。押出
発泡物は、ノズルの出口部１１の開口端において切断されており、押出発泡物の切断は未
発泡部であった。
　なお、発泡粒子の製造にあたっては、まず、マルチノズル金型１に回転軸２を取り付け
ずかつ冷却部材４をマルチノズル金型１から退避させておいた。
　押出発泡物を回転刃５による切断応力によって外方或いは前方に向かって飛ばした。次
いで、冷却部材４の冷却ドラム４１の内面に沿って流れている冷却水４２に対し、この冷
却水４２の流れの上流側から下流側に向かって冷却水４２を追うように冷却水４２の表面
に対して斜交する方向から衝突させ、冷却水４２中に進入させて直ちに冷却させた。
【００８９】
　冷却された発泡粒子は、冷却ドラム４１の排出口４１ｅを通じて冷却水４２と共に排出
させた後、脱水機にて冷却水４２と分離させた。その後、発泡粒子を２５℃２０時間に亘
って保管した。
　発泡粒子は、０．１４ｇ／ｃｍ3の嵩密度を有していた。また、表１に示すように、発
泡粒子は発泡性を有していた。
　次に、炭素繊維からなる織物から形成された強化繊維樹脂材（炭素繊維からなる綾織の
織物に樹脂含浸されている面材；三菱レイヨン社製　商品名「パイロフィルプリプレグ　
ＴＲ３５２３－３９５ＧＭＰ」、目付：２００ｇ／ｍ2、厚み：０．２３ｍｍ）を２枚用
意した。
　この繊維強化樹脂材を構成している繊維成分は、経糸の長さ方向が順次０°、９０°と
なるようにあらかじめ重ね合わせて０．５ｍｍの厚みを有している。
【００９０】
　繊維強化樹脂材／樹脂発泡体／繊維強化樹脂材の積層体となるように成形型温度１４０
℃とした成形型に発泡粒子を投入後３０秒間保持し、その後、成形型温度１４０℃、プレ
ス圧０．８ＭＰａで成形型をプレスした。
　発泡粒子は、成形型と繊維強化樹脂材の熱伝導により発泡し体積を増しながら、成形型
と繊維強化樹脂材からの熱伝導により柔軟になっているので、樹脂発泡体密度が０．１６
ｇ／ｃｍ3となるように繊維強化複合発泡体を５分間１３０℃の成形型温度で圧縮した。
成形型温度が変性ポリエチレンテレフタレート樹脂のガラス転移点以下の６０℃になるま
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【００９１】
（実施例２、３、５～１０及び１２～１５、比較例１及び２）
　上記実施例及び比較例は、表１及び２の条件以外は実施例１と同様にして繊維強化複合
発泡体を得た。なお、実施例３については、繊維強化樹脂材として、炭素繊維からなる織
物から形成された強化繊維樹脂材（ＢＯＮＤ　ＬＡＭＩＮＡＴＥＳ社製、商品名「ＴＥＰ
ＥＸ　ｄｙｎａｌｉｔｅ１０８」、強化用合成樹脂：熱可塑性ポリウレタン（ＴＰＵ）、
目付：４００ｇ／ｍ2、厚み：０．５ｍｍ）を使用した。繊維強化樹脂材には、熱可塑性
樹脂としてＴＰＵ樹脂が４５質量％含有されていた。この繊維強化樹脂材を構成している
強化繊維基材は、経糸の長さ方向が順次０°、９０°となるようにあらかじめ重ね合わせ
て厚み０．５ｍｍとした。
【００９２】
（実施例４及び１１）
　樹脂組成物を、アクリル共重合体であるスチレン－メタクリル酸メチル－無水マレイン
酸共重合体（スチレン単位：４５．９質量％、メタクリル酸メチル単位：２１．５質量％
、無水マレイン酸単位：３２．６質量％、電気化学工業社製、商品名「レジスファイＲ２
００」、ガラス転移点Ｔｇ：１３７．９℃）１００質量部、スチレン－メタクリル酸メチ
ル－無水マレイン酸共重合体（スチレン単位：４５．９質量％、メタクリル酸メチル単位
：２１．５質量％、無水マレイン酸単位：３２．６質量％、電気化学工業社製　商品名「
レジスファイＲ２００」、ガラス転移点Ｔｇ：１３７．９℃）にタルクを含有させてなる
マスターバッチ（スチレン－メタクリル酸メチル－無水マレイン酸共重合体含有量：６０
質量％、タルク含有量：４０質量％）１．８質量部を含む樹脂組成物に代え、表１及び２
の条件を使用したこと以外は実施例１と同様にして繊維強化複合発泡体を製造した。
　なお、表において、スチレン－メタクリル酸メチル－無水マレイン酸共重合体は、「ア
クリル共重合体」と表記した。
【００９３】
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【表１】

【００９４】
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【表２】

【００９５】
　表１及び２から、下記性質（１）及び（２）：
（１）常温から融点迄の加熱温度範囲内における加熱最大膨張率が３０～３００％である
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（２）加熱膨張開始温度から加熱最大膨張率に至る温度範囲内のいずれかの時点で加熱膨
張速度が５体積％／ｍｉｎ以上（各温度で所定時間加熱し、加熱前後の体積変化を所定測
定時間で除して単位時間あたりを求める）である
を有する発泡粒子から得られた繊維強化複合発泡体は、密度のバラツキがなく、軽量で、
外観が良好であることが分かる。
【符号の説明】
【００９６】
１　ノズル金型、２　回転軸、３　駆動部材、４　冷却部材、５　回転刃、１０　前端面
、１１　出口部、４１　冷却ドラム、４１ａ　前部、４１ｂ　周壁部、４１ｃ　供給口、
４１ｄ　供給管、４１ｅ　排出口、４１ｆ　排出管、４２　冷却液（水）、Ａ　仮想円、
１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ　経糸、７１、７５　成形型、７２、７４　繊維強化樹脂材、７
３　発泡粒子、７６　樹脂発泡体、７７　繊維強化複合発泡体

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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